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【資料］
西独における監査原則
高柳龍芳
-．決算監査における正規の実施原則
（会計監査士協会専門意見書1/1977)
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X.監査実施の調書
西独における監査原則（高柳） (305)147 
A.序文
一定の企業に対して年度決算書の監査を規定している法律は，監査の実施
面に関して詳細な規定を有していない。立法者は明らかに監査実施に関係あ
るすべての問題を法律に規定するのは不可能であり，またこの領域における
発展可能性に対して，固定的な規範による拘束を加えることもまた有効でな
いという立場を保持している。 したがって， 監査実施の種類と範囲の決定
は，個々の場合に応じて決算監査士の義務に基く判断に従って行われること
が大切である。さらに彼は決算監査の目的設定から生ずる原則を遮守しなけ
ればならない。
本原則は，株式法が年度決算書について規定したことに倣い，その典型と
しての合法性および秩序性監査に焦点をあわせた。本原則は，決算監査にお
いて採用されるすべての監査手続を例挙したものではない。また，本原則は
個別的適用に関し何ら特殊の事情が生じない限りにおいて，株式法の藍査証
明書を模範として作成される特別証明書を提出すべき任意の決算監査および
それと類似の職務についても適用を受ける。
当該専門意見書は専門意見書1/1967にとって代るものである。決算監査に
おける正規の報告原則および決算監査における正規の証明原則は専門意見書
2/1977および3/1977をもって公表されている。
B.決算監査の任務
決算監査は，簿記・年度決算書および営業報告書が法律および定款に適合
しているかどうかおよびこれらが企業の財産状況と収益状況に関しできる限
り確実な概観を表示しているかどうかを確める任務を有している。このこと
は決算監査が会計について包括的な監査であることを特長づけている。
付加的な監査任務および特別監査の場合には，その契約内容により目的が
設定されるため，これら監査ではそれぞれその特別の目的に応じた監査手続
を採用する必要がある。
C.監査実施原則
I.法律および定款の遵守についての監査
148(306) 西独における藍査原則（高柳）
決算監査の設定目的によれば，会計諸規定が注意深く遮守されているかど
うかを決算監査士が監査することを前提としている。この諸規定とは，とく
に悔記，棚卸表，年度決算書の評価および項目分類ならびに営業報告書に関
するものである。この規定が遵守されているかどうかを吟味するのが決算監
査の中心課題である。
さらに，決算監査において決算監査士が他の法律にしたがいとくに報告を
必要とする場合には，その種の規定への遵守についても言及しなければなら
ない。その他年度決算書に関連する定款規定ならびに株主総会決議事項の遵
守についても監在しなければならない。
他の法律規定の遮守性監査が決算監査の課題であるかどうかは，その規定
が年度決算書および営業報告書に影善を及ぽしうるかどうかによって決定さ
れる。刑法上の事件についての摘発および解明は決算監査では採り上げられ
ない。
法定監査では決算監査士は正式に選任さかれているどうかを確めなければ
ならない。
【注解】
1 決尊監査は企業が税法．社会保険法および競争制限法の全規定ならびに臨時価格
規定．外国為替法の規定を遵守しているかどうかについてまで．とくに拡張される
ことはない。しかし決算監壺士は会計についての監査において，上記の諸規定を追
守していないことから発生する可能性ある危険について検討しなければならない。
重大な迎反を確めた場合には．決算監査士は被監査企業の貴任部署に直ちにその旨
報告しなければならない。
2 民事訴訟および租税訴訟におけると同様，刑事訴追当局に対しても決算監査士は
証言拒否権（刑事訴訟法第53条）を有する。決算監査士は，被監査企業が彼に対し
黙秘義務を免除しない限り，証言拒否権を行使しなければならない。
3 不正および類似の犯行を摘発しえなかったことに対する決算監査士の責任は，決
算監査における正規の実施に甚く方法によれば当然に確めえた場合に限って生じ
る。
I.正規の簿記原則の遵守についての監査
西独における監査原則（高柳） (307)149 
簿記および会計に関する法規は必ずしも網羅的な規定ではない。この法規
は部分的明文規定をもつ正規の簿記原則によって補完されている。したがっ
て，決算監査はこの原則の遵守性についても検討しなければならない。決算
監査士はこの領域における専門的発展について絶えず関心を持たねばならな
い（会計監査士会 Wirtschaftsprlifer-Kammer•職務規則 Richtlinien
]1の10)。
【注解】
裁判所判例，監壺文献および会計監査士協会告示において，正規の簿記原則につ
き数多くの解説がなされてきた。この原則は固定的でなく，例えば技術革新によっ
て流動し変革する事態に応じて変化を受けるものである。原則の存否についての疑
問が生じた場合には，決算監査士はこれを明確にするためその妥当性につきあらゆ
る角度から検討しなければならない。
l.専門的告示についての嗣酌
会計監査士協会専門委員会 (Fachausschu/3des Instituts der Wirtsch-
aftsprlifer)より公表される専門意見書 (Fachgutachten) および見解表明
書 (Stellungnahmen)は， 専門的諸問題， とくに監登および会計について
の職業通念を明示したものであり，もしくはその発展を促進してきたもので
ある。したがって決算監査士は，監査を実施するに当り専門意見書および見
解表明書に示された諸原則が適用されうるかどうかを注意深く検討しなけれ
ばならない。
西独の職業団休が参加している国際的職業組織から公布された専門的告示
が，国の規定もしくは原則と相反する場合には国内規定もしくは原則が優先
する。
【注解】
決算監査士が重要な理由なくして専門意見書および見解表明書の原則を無視した
り，もしくは被監査企業が同様に原則を無視したにも拘らず，それに対し決算監査
士が異誤（監査報告書における指摘， 監査証明書における意見の限定もしくは拒
絶）を表明することなくこれを看過した場合には，彼は職業裁判上の訴訟手続なら
150(308) 西独における監査原則（高柳）
びに損害賠償事件において不利な立場にたつことを考慮しなければならない（職務
規則1の2参照）。
1V.決算監査の計画と監督
正規の監査には計画的方策と適切な監督が必要である。
この計画には，人的・物的および時間的観点からする監査準備とその実施
に関するすべての処置が含まれる。準備作業には適時性監査の開始に関する
計画および監査の時間的配分に開する計画が含まれるが，とくにこの監査準
備に関連しては被監査企業との協調関係が大切となる。
とりわけ協同作業者に対する適切な指導およぴ彼等の実施した作業につい
ての全般的検閲は有効な監査業務に属する。
【注解】
1 監査に秩序性が保たれていれば，監査資料はそれぞれの監査領域に有効に配分さ
れる。
2 準備処置の段階において監査上必要な形式に基き被監査企業が入手可能な証拠資
料を適時に作成している場合に限り，計画的監査の経過がはじめて保証される。
3 会計処理の適否の判定のための重要な手がかりの多くは，監査を繰返し実施する
毎に新たに発見される。特定の集中監査をある領域に施して他の領域に施さないと
いった，毎期変化する監査重点の移動は許されてよい。そのためには有効な内部統
制組織の確立が前提であり，さらに少くともこの監査重点を明示した長期的監査計
画の樹立を必要とする。
4 自己責任性おぴよ誠実性の職業原則から監査協力者への適切な監督の要請が生じ
てくる（会計監査士法 Wirtschaftspriiferordnung第43条，職務規則直の4)。
5 協同作業者の実施した業務についての検閲は，監査調書およぴ報告書草案を批判
的に通査することからはじまるのが普通である。
V.一般的な監査手続の種類と範囲
決算監査士は会計の合法性およぴ秩序性について確実な判定ができるよう
監査手続の種類と範囲を決定しなければならない。
この目的設定によって監査手続の種類と範囲は誠実かつ職業慣行上の注意
をもって確定される。
西独における監査原則（高柳） (309)151 
そのさい重要な判定基準となるのは，被監査企業の組織の硯況，さらにそ
れぞれの監査対象がもつ重要性の程度およぴ会計規定に対する不正または進
反発生の確率の度合（相対的危険性）である。
【注解］
1 決算監査の目的設定にしたがえば，一般的には精密監査であることを要しない。
2 会計手続は会計制度の組織上の形態および技術の発達段階に応じてその適用範囲
が決定される。したがって決算監査士は必要に応じて適時にかつ経済的方法に基き
決定できるよう監査手続を採用しなければならない。この観点から内部統制組織の
調査が重要となる（CのVI参照）。
3 会計領域における監査対象または特定事項の重要性の判定基準は，これらのもつ
絶対的または相対的な価額の大いさから測定される。
4 会計領域に現れる相対的危険性は，とりわけ被監査企業の業種，経営規模および
経済状況ならびに財産・負債の流動性とその種類などに関係する。相対的危険性の
評定に当っては内部統制組織の有効性が重要視される。
5 決算監査士はそれぞれの監査領域において試査を実施する場合，有効であれば数
字的・統計的手法を使用するのがよい。試査の範囲がどの程度であれば十分か，ど
の程度に拡げる必要があるかは，それぞれの監査対象のもつ重要性および相対的危
険性を顧應することによって決定される。
6 試査によって進反または不正が発見された場合には，監査手続の拡張を必要とす
る。
＂．内部統制組織の監査
内部統制組織の調査と評定は，それがとくに秩序的会計の保証として有効
に作用している限り，決算監査士にとって監査実施の可能性およぴ監査手続
の種類と範囲を合理的な方法で確定するのに役立つ。決算監査士は決算監査
の範囲において，内部統制組織の調査にどの程度の時間と労力を投入すべき
であるかを，その時の所与の状況に基き適切に決定するとともに，それに応
じた監査手続を採用しなければならない。被監査企業の規模の拡大と会計組
織の自働化の進捗にともない，内部統制組織の調査は適切かつ有効な監査手
続としての意義を増大させている。
152(310) 西独における監査原則（高柳）
【注解］
1 内部統制組織の調査は事業年度終了前に中間監査により実施しておくのが有効で
ある。そのさい，中間監査から期末決算日までに内部統制組織に変化があれば，調
査を行なってその事実を確かめなければならない。
2 電子計算機組織が会社目的のために導入されている場合には，内部統制組織の調
査はとくに重要となる 〔FAMA （近代計算組織のための検討委員会）意見書1/
1974, 1/1975参照］。
3 決算監査士が硯行の統制に関し有効であると確信した場合には，その度合に応じ
て監査手続を限定することができる（内部監査の監査結果についての考慮はCのVl[
の注解3参照）。
4 内部統制組織の重大な不備および欠陥を発見した場合には，それに応じて監査手
続の拡張と一層の精密化を計らなければならない。
蘭在高確認の監査
a) 一般
決算監査士は資産項目および負債項目がそれぞれの種類，数量および価額
に基いて漏れなくかつ適正に決算書に記載されているかどうかにつき監査し
なければならない。
【注解］
ここでとくに留意すべき監査原則は以下の通りである。
b) 棚卸資産の監査
決算監査士は，棚卸資産の監査にさいし，本店のみならず支店およぴ他人
預り分についても，帳簿棚卸の監査と併行して実地棚卸の計画と実行に関す
る補充監査手続を実施しなければならない。
企業の棚卸資産が絶対的または相対的に重要である場合には，決算監査士
は実施手続の信頼性と資産管理の秩序性について確信を得るため，自ら硯場
に出席して実施棚卸に立合わなければならない。試査監査に基く実地棚卸の
結果によっては精密監査に変わる場合が生じうる。
［注解］
1 決算監査士が実地棚卸に立合うかどうかまたはどの程度立合うべきかの問題につ
西独における監査原則（高柳） ,(311)153 
き誠実な監査を実施するためには，棚卸計画，棚卸資産の管理と監督の程度，以前
に実施された実地棚卸への立合の結果，棚卸上の欠陥が生じうる可能性および部署
毎に異なるであろうその欠陥の生じる可能性なども考感しなければならない。
2 通常，決算監査士は実地棚卸の立合に当って即物的．時間的制約を受ける可能性
がある。とくに恒久棚卸の場合にこのことが妥当する。
C) 第三者の保管資産に対する確認状の収集
第三者により保管されている資産で当該企業により実地棚卸されない場合
には，当該資産は保管者の確認状によって証明されねばならない。
【注解】
1 経営内部の会計制度が決算日の在高につき信頼できかつ検算可能な継続記録法ま
たは遡及計算法を実施しているとともに秩序的な評価を保証している場合には，確
認状は決算日以外の期日において収集されたものでも差し支えない。保管者から確
認状を得る以外に決算監査士が，自らまたは他の監査人に依頼して追加的な確認方
法（たとえば実検，調査）を行なう必要のある場合も生じる。
2 賃貸品の場合には．在高確認は通常，賃貸契約およぴその秩序的清算によって行
われる。
d) 残高確認状の収集
債権・債務の金額が絶対的または相対的に重要である場合には，その証明
のための監査には残高確認状を入手しなければならない。
【注解】
1 すべての残高確認状が収集されるのではなく，一定の債権・債務について収集さ
れるのが一般的である。判定基準としては．それぞれの債権・債務の金額の大いさ
営業取引の範囲．支払期限切れ．対照勘定の秩序性などがとくに考慮される。
2 信用機関の監査においては，諸向貸借取引に基く残高確認状は．決済報告書が発
送されてをりかつ内部統制組織が十分整備されている限り収集しなくてもよい（銀
行専門委員会意見書1/1972)。
3 その他の企業であっても，債権の記載．管理および決済の方法に関してその証明
が他の手段によって，簡単かつ正確に行われる場合には，残高確認状の収集を行わ
なくてもよい。
154(312) 西独における監査原則（高柳）
4 残高確認状の収集が有効であるためには．一般的には，発送および受領を決算監
査士の管理下におくことが必要である。
5 決算日以外の期日における残高確認状の収集についてはCのVIの注解1参照。
6 一定期間経過後も残高確認状が到達しない場には，監査士はその他の方法に基い
て当該項目を判定しなければならない。
7 残高確認状の収集についての原則は，偶発債務，定期引渡取引の監査においても
有意義に適用される。
糧．第三者による監査結果および調査の利用
決算監査士は自己の責任において自らの行為を規制しなければならない。
自己責任性の要請するところによれば，監査士はその判断を自ら形成すると
ともにその意思決定を自ら下さねばならない。監査士は知識に基いて自らの
確信を形成できるとともに，協同作業者の活動に対してこれを監督し判断で
きる状態になければならない。
決算監査士が，その責任において他の監査機関およびその種の機開の監査
結果と調査を利用するかぎり，上記の義務と矛盾するものではない。
その利用の程度と範囲は，決算監査士として必要な独立性，誠実性，公平
性，無偏見性および自己責任性を備えた，これらの機関の事実上の資格や職
業的資質に依存して決定することができる。
［注解］
1 ある特定の場合（たとえば株式法第336条第3項第2文．第164条第1項におけ
るコンツェルン決算監査）には，他の会計監査士による監査を利用することで足り
その部分については当該監査士による監査は必要でない。監査結果につき不適当と
する根拠が存しない限り，他の会計監査士もしくは類似の資格を有する外国の独立
監査人の監査結果を．とくに法律規定に基きもしくは同等の原則に基いて実施され
た決算監査の監査結果を利用することは合法的である。監査手続と範囲については
他の会計監査士のそれと一致していることが有効でありもしくは必要である。
2 外国決算監査士の監査結果を利用（とくに法律規定もしくは同等の原則に基いて
実施された決算監査の結果の利用）する場合には，決算監査士は外国の会計規範お
よぴ外国決算監査士の職業資格と独立性の程度につき，それに対応した西独の諸要
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件と比較することによって，監査結果を利用するかどうかおよびどのような方法で
利用するかもしくはどの部分が利用可能であるかなどを決定しなければならない。
協同作業（たとえば監壺手続の種類と範囲が一致していること．監査資料を閲覧で
きること，最終的協議に参加できることなど）を行うことによって他の監査結果の
利用は容易となる。
3 監査範囲を決定するに当り，その考察の対照として決算監査士は企業またはコン
ツェルンの監査部門（内部監査）の監査結果を知る必要がある。しかしこれは監査
士自身の実施する監査の確認事項と代替しうるものではない (HFA・中央専門委
員会意見書2/1966ー会計監査士と内部監査の協同監究原則についての一般的説明）。
4 その他の機閲もしくは専門鑑定家による調査の結果もまた．それが被監査企業の
年度決算書にとって重要である場合には．原則的には監査の資料となるが．それは
絶えず決算監査土の批判的評定を前提としている。
IX.情報報告書の収集
決算監査士は被監査企業から情報報告書を入手しなければならないが，そ
れは監査手続と代替しうるものではない。
【注解】
1 情報報告書は取締役より提示された解説と証明の完全性に関する包括的な保証書
である。帳簿には記帳すべき営業取引記録のすべてが含まれているかどうか．貸借
対照表には記載すべき資産・負債および資本金勘定が漏れなく表示されているかど
うかについても．この報告書で取扱われる。
2 情報報告書は監査の最終段階で入手するのが有効である（本原則3/1977, Bの注
解6参照）。
3 会計監査士協会は梢報報告書の雛型を公表している。これは一つの模範を示すも
のとして実践上しばしば利用されているが．個別的には．必要に応じて補足修正す
ることが意図されている。
X.監査実施の調書
決算監査士は実施した監査手続を種類，範囲および監査結果ごとに適切に
記録に残さなければならない。
156(314) 
【注解］
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1 必要な報告事項が監査調書に記載されねばならない。監査調書には監査手続の適
切な選択と適用およびそれに基く監査結果が明示されねばならない。しかしこれら
の事項につき，それが監査報告書に直接記載されている限りにおいては，監査調書
への記載を省略することができる。
2 秩序的に作成された監査調書は協同作業者の適切な監督および彼らの行った確認
事項への判定にも役立つ。
3 監査調書は第三者に手渡すべきものではないが，それにも拘らず整然と作成され
かつ理解し易いものでなければならない。
二．決算監査における正規の報告原則
（会計監査士協会専門意見書2/1977)
項目
A.序文
B.一般報告原則としての完全性・真実性・明瞭性
C.株式法第166条に基く監査報告書作成原則
I.監査報告書における一般的記載事項
n.年度決算書の説明
皿．株式法第166条第2項に基く特別報告義務
1V.簿記・年度決算書および営業報告書の合法性ならぴに監査結果の確定
D.任意決算監査における報告原則
E. 株式法第336条第 5項に基くコンツェルン監査報告書作成原則
I.監査報告書における一般的記載事項
n. コンツェルン決算書の説明
皿．決算監査士の「助言義務」
1V.監査結果の確定
A.序文
監査報告書作成原則に関する当該専門意見書は専門意見書1/1970ととって
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代るものである。監査実施原則および監査証明原則は専門意見書1/1977およ
ぴ3/1977に収録されている。
法律に適合しその課題を適正に遂行するためには，どのような報告と説明
が監査報告書に記載されるべきかがこの意見書において明示されている。監
査報告書の形式的構成については取り上げられていない。
この報告原則は株式法第166条，第366条第 5項の規定に基き，職業慣習を
尊重して取り扱われている。この報告書原則は，また法規に基かない決算監
査，いわば株式法監査を模範として作成される監査証明書を授与している場
合の監査報告についても適用される。信用機関，保険企業，公共事業などの
監査については，補足的に触れられてはいるが，その規定や指針は省略され
ている。
B.一般報告原則としての完全性・・真実性・明瞭性
決算監査士は監査報告書において，監査結果を完全，真実かつ明瞭に記載
しなければならない。
完全性の原則は，監査報告書において法規ないし契約事項が要求している
すべての事項を記載しかつ監査によって明らかとなった重要な事項について
報告すべきことを要請している。
真実性の原則は決算監査士の確信に基いて監査報告書の内容が事実に合致
していることを意味している。 ， 
明瞭性の原則とは理解し易くかつ明白に説明することである。
【注解】
1 監査報告書は統一された総括体とみなされる。部分報告書はその時における事実
に限定して作成される場合に限り認められる（たとえば中間決算監査の結果につい
ての特別報告書，法律または定款に対する重大な遮反に関する報告書，信用取引の
監査に関する特別報告書）。 部分報告書が作成される場合には本来の監査報告書に
その旨注記しなければならない。
2 報告書の受領者に対して十分な情報を提供することは重要である （株式法第166
条第3項，同第170条第一項）。
3 報告書の記戦は公正不偏でなければならない（株式法第168条． 会計監査士法第
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43条，職務規則V)。報告事項は有効にして入手可能なすべての情報を考慮し．事実
に則して評価されたものでなければならない。取締役会と見解の異なる場合には，
その旨指摘しておかなければならない。監査結果が自らの確認事項に基くものでは
なく他の監査（たとえは内部監査），専門鑑定家（たとえば保険料査定人） または
情報提供（報告に価すべきもの）などを基にした場合には，その旨およびそれへの
依存程度について明示しなければならない。
C. 株式法第166条に基く監査報告作成原則
I.監査報告書における一般的記載事項
監査報告書には監査契約事項とその実施経過を記載しなければならない。
株式法第166条第 1項第 2文によれば， 請求を求めた説明と証明を取締役
会が提供したかどうかを明瞭に確定しなければならない。
経済的基礎の状況および法律関係の変更についてまで報告範囲を拡張する
一般的な義務はないが，これについての報告が有用でありもしくは一層必要
である場合も生ずる（財産状況および収益状況の趨勢に関する記載CのI参
照）。 監査報告書には決算監査が監査に当り決算監登実施原則（専門意見書
1/1977) を涅守した旨の明示が必要である。
［注解】
1 監査報告書の序文において．決算監査士の選任および契約事項を記載しておくの
が望ましい。
2 前年度の決算書が確定されたかどうか，貸借対照表利益が決議されたかどうかに
ついて記載されねばならない。
3 監査報告書には．部局ごとに実施した監査期間を記載しなければならない。協誤
によって事後に発見した事項や監査実施中に発生した特別の事情などを明示するこ
とが必要となる場合もある。
4 決算監査実施の基礎となる契約内容は報告書の付表として添付し，第．で者との開
係においてもそれが有効であることを確認しておくことが望ましい。
5 情報報告書を指示しなければならない．
6 次期営業年度に入っても，経済的基礎の状況および法律関係の変更ある場合には
これを報告するのが長年の職業慣行である。この報告範囲は，主として報告受領者
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にとり情報価値があるかどうかにより決定される（株式法第166条第3項，同第170
条第1項）。営業報告書から単純に転載するのは無意味である。 そのためには，経
済的基礎たとえば業務日数や生産数量およびそれらの前年度との比較のような重要
な指標についての記載を十分考慮するのがよい。さらに多額の投資計画とその財務
調達についての説明が行われてよい。税務企業監査にも言及するのがよい。
法律関係についての報告には，一般的には，企業機関の構成変更，重大な定款変
更，その他重要な法律要件，たとえば長期契約とリース契約の締結．係争中の訴訟
問題および現行養老制度などがあげられる。
7 実施した監査手続の説明については専門意見書1/1977のCのX参照のこと。
I．年度決算書の説明
年度決算書の項目は詳細に分類されかつ十分に説明されねばならない（株
式法第166条第 1項第 3文）。この義務は年度決算書のすべての重要項目を含
んでいる。
年度決算書項目の内容が報告受領書の判断にとって重要である限り，詳細
な分類が必要である（株式法第166条第 3項，同第170条第 1項）。
年度決算書項目を十分に説明するためには，採用された評価方法およぴ減
価償却方法（決算書作成上の重要な会計諸手続の選択権行使を含む）ならぴ
にそれらについての前年度との重要な変更にも言及する。さらに残高証明の
種類およぴ第三者の権利問題についても説明がなければならない。
年度決算書項目の詳細な分類と十分な説明についての法的責任を果すため
には，通常，財産状況と収益状況の趨勢についての説明も必要である。この
種の記載は健全な職業慣行に合致している。このことは株式法第 166条第 2
項における決算監査士の義務の履行においても要求されている。
［注解］
1 年度決算書項目の分類に当っては理解し易いよう金額をもって表示する。
2 財産状況と収益状況の趨勢を記載する場合には，当期と前期のそれぞれの総括的
な金額を比較対照しかつ説明を加えるのが有効である。このような目的のためには
流動性．運動貸借対照表．姿金運用分析表およぴ資金計算などについての記載なら
ぴに資本維持その他類似の問題についての説明もまた役に立つ。
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皿．株式法第166条第 2項に基く特別報告義務
決算監査士は，会計に関する報告以外に，自らの職務遂行に当り以下の事
実を認めた場合にもその事実を報告書に記載しなければならない。
ー企業の存在を危くする可能性ある事実，
ー企業の発展を著しく阻害する可能性ある事実，
一法律または定款に対する取締役の重大な遮反，が認められた場合。
【注解】
1 報告義務は決算監査士が正規の監査実施中に知りえた事実（専門意見書1/1977)に
限定される。危機的経済状況にある企業に対しては，とりわけ，監査の重点と強度
を変えて実施するよう顧慮する必要がある。決算監査士は，誠実義務の行使に基き
法律上の秘密保持義務に抵触しない他の方法により知りえた事実についても報告し
なければならない。
2 その事実を取締後もしくは監査役が知っており，あるいは営業報告書において指摘
されている場合であっても，この義務は発生する。決算日以降に生じた出来事も含
まれる。
3 決算監査士が発見した事実を記載し，必要の場合にはそこから生じた結果を表示す
ることによりその報告義務が全うされる。危険が存在し発展が阻害されている事実
のある場合には，この旨を財産状況と収益状況の説明に含めて記載するのが有効で
ある。記載事項は警告の意をこめたものとして明瞭に理解されねばならないが，株
式法第 166条第2項を明示的に引用することは必ずしも必要としない（Cの『の注
解3の総括的な監査結果を参照）。
4 重大な法律または定款遮反についての判定基準は，とくに会社の利害に関係する危
険性，遮反した法規範の重要性および監査役が知れば取締役員または業務執行者と
しての資格に対して考慮すべき理由となるような重要な背任行為である。
5 特殊な場合には，前もって特別報告書の作成を必要とする場合が生じる。必要によ
ってはこの種の報告書を監査役会巖長に直接提出しなければならない。この場合に
は，年度決算書についての監査報告書の中にその旨記載しなければならない (Bの
注解1参照）。
西独における照査原則（高柳）
lV．簿記・年度決算書および営業報告書の合法性ならぴに監査
結果の確定
(319)161 
監査報告書においてとくに確認しなければならないのは，薄記が法律規定
に適合しているかどうかおよび年度決算書が法律規定に基いて作成されてい
るかどうかである。さらに営業報告書が法律の定めるところに適合している
かどうかについても報告しなければならない。監査結果は総括的な形式をも
って表示しなければならない。監査証明書における意見の限定もしくは拒絶
には理由を付さなければならない。監査証明書に影響を与えない場合であっ
ても，それに対する認識が報告受領者にとって重要と判断される異誤事項が
あれば報告しなければならない。会計制度における弱点を示していたが監査
中に除去しえたその種の欠陥もここで取り上げられるのが一般的である。
株式法第 160条第 4項との関連で，取締役が営業報告書の記載内容を制限
したときには，この保誰約款についての要請が正当であるかどうかにつき報
告しなければならない。
株式法第 167条第3項に基けば，監査証明は監査報告書の中に取り入れら
れねばならない。
監査報告書には決算監査士の署名を必要とする（株式法第166条第 3項）。
【注解】
1 締記およぴ証憑制度についての個別的な詳細説明は一般的には必要でない。記恢形
式．証憑制度．事梢によっては決算方針および内部統制組織あるいはそれらの変更
については原則的な説明で足りる。
2 監査報告書の中で．営業報告書の監査についての特別項目を設け報告するのが望ま
しい。一般的にいって．営業報告書には株式法第 160条第2~5項に基いて必要な
説明と報告（価値修正に伴なう差異額および部分コンツェルン決算書作成義務の免
除を含む）が含まれているかどうか，およびそれ以外の内容（とくに状況報告に関
し）に対しても異議が生じていないかどうかを確定するのが望ましい。
3 決算監査士が．戦務遂行中に企業の存立を危くするかもしくはその発展を阻害する
おそれのある事実を確定した場合には．総括的な監査結果においても適切な指示を
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しなければならない。法律あるいは定款に対する取締役の重大な遮反の場合も同様
である。
4 監査報告書には監査証明書の日付と一致した特定日付を付せるのが望ましい。情報
報告書の日付はその近接日に付せるのが望ましい。
D.任意決算監査における報告原則
この種の決算監査にあたっては．報告範囲は法律により定められているも
のではない。したがって，それは会社哭約もしくは定款規定，識業慣行およ
ぴ決算監査士と依頼人の申合せに基いて決定される。しかし契約内容，監査
の種類．範囲およぴ監査結果についての報告は常に行われねばならない。
法律に基かない決算監査であっても．株式法における監査証明書を模範と
して作成する監査証明書を授与する場合には，その報告は本条項に定める原
則に従わねばならない。適切な報告が監査報告書の直接受領者（たとえば業
務執行者，監査役，社員）に他の方法で入手可能な場合に限って，年度決算
書項目の分類と個別的な項目の説明は省略することができる。なおまた，決
算監査士は契約上制約を受けた報告であるという事実を表示するとともに重
要な評価方法と減価償却方法（決算書作成上の重要な諸手続の選択権の行使
を含む）およびこれらの方法の前年度との変更などについて報告する必要が
ある。
E.株式法第336条第5項に基くコンツェルン監査報告書作成原則
I.監査報告書における一般記載事項
監査報告書には以下の事項を記載しなければならない。
ーコンツェルン決算監査士の選任と契約事項（株式法第 336条第 1項第2文
または第 3文）
ーコンツェルン決算書の基準日（株式法第329条第 1項第 1文およぴ第2文。
ーコンツェルン決算書に収容される企業の範囲（株式法第329条第2項）
ーコンツェルン決算書に収容される個別決算書の秩序性 （株式法第336条第
3項）。
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【注解］
1 契約事項の締結とその実施，情報報告書，監査手続一覧表については CのIに指示
されている。
2 コンツェルン決算書の基準日が上位会社のそれと異る日を採用している場合には，
決算監査士はそれに必要な前提条件（株式法第329条第1項第2文）が満たされて
いるかどうかについて報告しなければならない。
3 監査報告書には，コンツェルン企業のコンツェルン決算書への収容の原則および連
結範囲の変更について記載しなければならない。
4 コンツェルン決算書に収容されている決算書がある決算監査士により監査ずみであ
りかつそれにつき無限定の監査証明書が授与されている場合に限り，監査報告書に
はその旨記載することで足りる。
5 株式法第 336条第3項第 1文に基いて監査された決算書については，コンツェルン
監査報告書においてそれが正規の簿記原則に適合している旨記載されていれば一般
的には十分である（たとえば新株式法特別委員会見解表明書2/1967珊の 3)。 コン
ツェルン決算書の範囲の中に，極めて重要な企業が収容されている場合ならびにコ
ンツェルン決算書にとり重要な事実，たとえばコンツェルン内において異った評価
および減価償却方法などが使用された事実がある場合には， （通常何らかの付表形
式で）報告範囲を拡張する必要がある。
I．コンツェルン決算書の説明
コンツェルン決算書は株式法第 166条第 1項第 3文の規定の適用をうけな
ぃ，コンツェルン決算書項目の説明およびコンツェルン財務構成を含めた財
産状況と収益状況の趨勢についての記載が要求されるのは，それによって重
要な追加的情報が得られる場合である。その場合には，上位会社の決算書と
それについて作成された監査報告書をと参考にして， コンツェルン決算書の
意義と供述能力を検討しなければならない。
【注解］
1 コンツェルン決算利益が，評価および，減価償却の方法の変更ならびに臨時取引な
どによって重大な影蓉をうけている場合にはその旨報告しなければならない。
2 説明が必要とされるのは，資本相殺差額（株式法第331条第1項第3文）またはそ
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れの変更および（内部利益排除の観点から一株式法第 331条第2項ー）棚卸資産な
らびに固定資産項目さらには債務統合などがそうである。
3 コンツェルン決算書に海外企業を収容する場合には，これによって生じた特殊事情
およびそれに適用した原則たとえば通貨換算法についても報告しなければならな
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Il.決算監査士の「助言義務」
コンツェルン監査報告書の規定には株式法第 166条第 2項に相当する規定
は含まれていない。 1954• 12 • 15の連邦裁判所判決 (IZ R322/53)によれ
ば，コンツェルンの存立を危くするかもしくはその発展を著しく阻害する可
能性のある事実もしくはコンツェルン指揮者が法律または定款への重大な遮
反を犯している事実を確定した場合には，上位会社の監査役会および•また
は取締役会に対し助言義務が生じてくる。
【注解】
助言義務は原則としてコンツェルン監査報告書の中は含まれる，場合によっては
特別報告書をもってなされた旨の指示で足りる。
IV．監査結果の確定
コンツェルン監査報告書の規定は株式法第 166条第 1項第 2文に相当する
規定を含むものではないが，それ相応の手続が要求される。
とくに確定しなければならないのは，個別決算書のコンツェルン決算書へ
の収容，コンツェルン決算書項目の分類，内部利益の排除およびコンツェル
ン営業報告書などが法律規定に適合しているかどうかについてである。さら
に取締役に要請した説明と証明が提示されたかどうかについても報告しなけ
ればならない。
監査証明書が監査報告書の中に取り入れられねばならない（株式法第336
条第6項第 4文）。報告書はコンツェル決算監査士に署名され（株式法第336
条第 5項第 1文）るとともに特定日付を付されることを要する。
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ー 決算監査における監査証明書授与の原則
（会計監査士協会専門意見書3/1977)
A.序文
B.監査証明書授与の原則
C.無限定監査証明書
項目
D.監査証明書の限定および拒絶
E.監査証明書への付記事項
F.任意決算監査における監査証明書と特別証明書
I.監査証明書
]1．特別証明書
G. コンツェルン決算書の監査証明書と特別証明書
H.追加監査および決算修正における監査証明書
I.監査証明書の徹回
A.序文
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会計監査士法第 2条に基けば監査証明書の授与は会計監査士の任務に属す
る。
当該専門意見書において，会計監査士協会は決算監査に基く監査証明書授
与についての職業通念を明示するとともに，公共に対し監査証明書の内容と
その限界を明確にしようと試みている。
当該専門意見書が取扱うのは，法律に基く決算監査とくに1956年株式法の
規定による監査証明書ならびに任意決算監査に基く監査証明書および特別証
明書に関してである。これは中央委員会見解表明書 (HFA) 3/1965にとっ
て代るものである。
当該専門意見書は経済部門別その他の特殊事情に関するものを取扱ってい
ない。
B.監査証明書授与の原則
監査証明は監査依頼人に対してのみならず広範な利用者，主として公共に
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対しても示される決算監査についての一定の結論である。監査証明書は硯行
の職業原則に基いて実施された誠実な監査についての綜合的判断である（専
門意見書1/1977, 2/1977)。年度決算書および場合によっては営業報告書な
らびにその基礎である作成諸手続が，被監査企業に適用されるべき会計規範
に適合しているかどうかにつき責任をもって判断される。監査証明書は経済
状況および業務執行に関し判断を示すものではない。監査証明書は場所と日
付を付して署名され，監査報告書にとり入れられねばならない。
監査証明書が監査報告書と分離して利用される場合には，監査を受けた年
度決算書に添付されるかまたは密着されていなければならない。
［注解］
1 監査証明書は会計の合法性および秩序性についての肯定的意見である。限定事項
がある場合でもこの性格は失なわれない。もし（限定事項がある場合であっても）
綜合的判断を下しえない場合には監査証明を拒絶しなければならない。
2 監査証明書は同一形式の文言により作成されているため，受領者に対し常に同一
の解釈をもたらすものであるが，それは読者が法律に定められた会計に通暁してい
ることを前提にしている。供述の内容がたとえ異っていなくとも，肯定的意見の省
略は勿論のこと．これを強調したりあるいはこれに何らかの修正を加えるなどは許
されない。監査証明書の文言は，監査対象にとって必要となる範囲でのみ調整され
る。その例としては．営業報告書が作成されてをらずしたがってそれが監査されて
いない場合もしくは定款の代りに会社約款が使用されている場合などである。開業
貸借対照表およぴ中間決算書につき証明される場合に調整が許される。
3 監査証明書は綜合的判断である。これは監査対象の部分領域に対する判断の単な
る総計から生ずるものではなくて監査人によって個別的に確認された事項の浚結体
である。
4 監査証明書は誠実な監査により授与される。したがって決算監査士は．監査対象
に関連する事項を調査するに当っても．また監査目的に関連するその事項を評定す
るに当っても．同じく義務に基く判断を行使しなければならない。職業慣行の中に
発達した原則が監査士の判断の基礎を提供することは法律と判例の示すところであ
る。
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5 監査証明書は，被監査企業が正規の規範を遵守したかどうかについての決算監査
士の判断の結果を示すものである。ここにいう規範とは，直接•関接を問わず，会
計に関する法律上および定款上の諸規定を指し，正規の簿記原則をも含んで言う。
6 監査証明書は，年度決算書および営業報告書の監査が実質的に終了し，その直近
の情報報告書を入手した時点で授与される。
7 監査証明書は略式化されていない年度決算書および営業報告書に対してのみ授与
される。決算監査士は年度決算書および監査証明書が正当に公開されているかどう
かについて調査する義務を持たないが，食遮いを発見した場合には適正な修正を求
めて抗義する義務を有する。
C.無限定監査証明書
株式法は無限定の監査証明書授与のための文言を定めている（株式法第167
条第1項），「簿記・年度決算書およぴ営業報告書は私（私たち）の義務に基
く監査によれば法律およぴ定款に適合している」
この文言は一株式法以外の法規に基きまたは監査対象によって必要となる
調整をともないー特定の文言を強制的に規定していない法定監査の場合にも
使用されねばならない。株式法強制監査の実施原則を遵守して実施される任
意監査においても同一適用をうける。この形式に変更をうけるのは限定もし
くは付記事項が生じる場合に限る。
【注解］
1 無限定監査証明書は「監査の最終的結果により異議が述べられていない」場合に
授与される（株式法第167条第1項）。重要性の少ない場合には無限定監査証明書の
授与は妨げられない。
2 会計に関する開示法の適用をうける企業が開示法第9条第4項第3文の緩和規定
の適用をうける場合の．開示決算書に関する無限定監査証明書は次の通りである．
「公開のために提出された貸借対照表および附属明細表は法律規定に適合してい
る。私（私たち）は完全な年度決算書に対し次のような監査証明書を授与した」．
「簿記および年度決算書は私（私たち）の義務に基く監査の結果により法律および
会社約款（法律規定）に適合している」
3 債務超過もしくは支払不能がある場合には．無限定監査証明書は年度貸借対照表
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の評価が企業の状況（経営継続が可能もしくは財産の個別的処分が可能）と合致し
ている場合および会社の情勢ー監査終了までの趨勢をも含めてーが営業報告書に適
正に記載されている場合に限って授与される。それ以外の場合には監査証明書は限
定もしくは拒絶を必要とする。
4 監査証明書は株式法決算監査の結果に対してのみ授与されるのであるから，法律
条文の文言を拡張して追加的な監査契約（たとえば会社の経済状況について）の結
果についてまで言及することはできない。
D.監査証明書の限定および拒絶
監査証明書は最終的な監査結果において異誤事項が生じた場合には限定も
しくは拒絶される。
異議事項は，法律，定款あるいは総会決議により確定される年度決算書に
表示・評価規定に対する遮反が認められ，そのため簿記の秩序性が欠除して
いたりもしくは利益と剰余金設定•取崩規定への逮反があるに拘らず営業報
告書に記載がなかったりもしくは解説義務ないし提示義務を十分果していな
いことなどから生ずる。
重要性の少い異議事項は限定もしくは拒絶の事由とはならない。異議事項
が相対的に重要であるため，財産状況と収益状況および会計について不適切
な判断に導くと推定される場合はとくに重要な除外事項となる。それ自体だ
けでは重要でなくとも多数が集合されて全体として重要となりうる場合があ
る。個別規定への遮反は，その個別規定の意義と目的に照らしてとくに会計
上重要である場合には，重要な異議の事由とみなされる。
肯定的意見を述べることが可能でありかつ異議事項が特定の範囲内に限ら
れている場合に限り，監査証明書は限定される。会計の重要な部分に対し肯
定的意見を述べるに到らない場合には監査証明書は拒絶される。
決算監査士が監査証明書を限定する場合には，限定の事実とそれについて
の理由を明瞭かつ簡潔に指示しなければならない（……という限定を附して
・・）。
【注解】
1 不正もしくは誤謬発生の範囲はその規模に応じた相対的重要性の程度によって確
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定されるとともに，それが企業の財産状況と収益状況ならびに会計についての判断
に及ぼす影響にしたがって評価されねばならない。相対的な重要さとは，たとえば
重要な決算書項目．決算利益．期末自己資本高およぴ貸借対照表合計額などにかか
わる金額である。
2 個別規定への些細でない遮反は，その規定の意義と目的に照してとくに重要とみ
なされる場合には，総合的判断への影響いかんを問わず限定となる。たとえば準備
金の積立，自己株式の表示に関する法律，定款規定もしくは営業報告書についての
規定に基く個別報告事項（株式法第160条，同第312条第3項）に関する法律，定款
規定がこれに該当する。
3 欠陥事項が監査終了の時点においてなお認められる場合にも，監査証明書は限定
もしくは拒絶される。監査終了前に企業が指摘された欠陥事項を除去した場合には
ー監査報告書へのその旨の報告義務を邪げるものではないー監査証明書の限定もし
くは拒絶は必要でない。
4 決算監査士の見解に基けば決算書無効の事由が存在している場合であっても，高
度な情報価値があるために欠陥事項を除外した部分を基にした場合および決算無効
についての実質的治癒可能性（株式法第256条第6項）が認められる場合には，監
査証明書をただちに拒絶することなくなお限定となりえないかどうかにつき検討す
べきである。
5 年度決算書作成に当り遮法のため無効である定款規定を使用している場合には，
監査証明書は本原則に基いて限定もしくは拒絶される。それに対して無効の定款規
定に従わずに作成された場合には付記事項を付せることによって認められる (E)。
6 限定事項は定形を守って記載される必要があるので，監査証明書に肯定的部分の
みを記載するだけでは無効である。限定事項は監査証明書の具備する特別の形式に
従ってできる限り明瞭簡潔に表現するとともに「限定」という文言を含まねばなら
ない。この定形化によって異議事項の対象が明確にされる。可能な限り事実に則応
して，計数を用いた表示により規模の程度を説明しなければならない。法律に規定
された監査証明書の文言の主要構成部分を省略することで監査証明を「限定するこ
と」は許されない。
7 拒絶は場所と日付および決算監査士の署名を付せるとともに，年度決算書に添付
するかそれと密着せしめた証明書によって示されねばならない。
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E.監査証明書への付記事項
監査証明書への付記事項ー法律上は規定されていないーは監査の最終的結
果により，法律もしくは定款規定遮反に対し何ら異議事項がなくとも，補足
的な供述が必要であることを決算監査士が認めた場合に記載されるのが望ま
しい。
留保形式の付記事項と指示的付記事項とは区別しなければならない。
付記事項の必要性を決定するのは決算監査士の注意深い監査に基いてのみ
可能であり，監査証明書の流通性と供述能力を阻害しないよう記載されねば
ならない。監査証明書の限定事項は明瞭に示すべきであって付記事項という
外見を装ってはならない。
［注解】
1 ある事実関係（たとえば清算貸借対照表における資本金の変更，前年度決算書の
確定）を効力あるものにするため，監査をうけた年度決算書の確定とは別個にさら
に監査役会あるいは株主総会においてなされる格別の決議もしくはさらに商業登記
所への登録などを必要とする場合がある，そのような事実憫係が監査された年度決
算書に含まれている場合には監査証明書は適当な留保（延期条件）を付して授与す
ることができる。
2 指示的付記事項は監査証明書の読者にとって，年度決算書監査にさいし発生した
特殊な事項に注意を向けさせる効果をもつが，それは決算監査士の異議事項ではな
いため監査証明書の限定もしくは拒絶につながるものではない。
指示的付記事項は決算監査士の会計秩序性に対する供述に限定されるものではな
い。
したがって指示的付記事項が記載されるのは，決算監査士がある危険を明瞭に判
断することができないような内容をもつ場合であってしかも会計上の秩序性に何ら
異議を生じていないに拘らずなお一定の問題性が存在することを指示しておいた方
がよい場合に限られる。これに反してたとえば評価の妥当性への疑いがある場合に
は監査証明書は限定もしくは拒絶される。
3 決算藍査士が義務に基く判断に従った監査にさいして，他の決算監査士の監査結
果に依拠した場合には，それに関する指示的付記事項を監査証明書に記載する必要
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はない。
F.任意決算監査における監査証明書と特別証明書
I.監査証明書
(329)171 
任意の決算監査では株式法上の監査証明書を模範として作成された監査証
明書は，監査が株式法強制監査の種類と範囲に準じて実施された場合に限り
授与される。監査の種類，範囲および結果については書面により報告されね
ばならない。
この場合，株式法に基く監査証明書の文言ができる限り幅広く採用されね
ばならない。株式法に基く監亜証明書のための本原則はこれに準用される。
【注解】
1 文言の修正は多くの場合常に必要となるだろう。たとえば定款の代りに会社約款
を指示することができる。営業報告書を作成していない場合には営業報告書につい
ての指示を省略せざるをえない。法律による要請はないが自由意思に基いて営業報
告書が作成されていたりあるいは会社約款により営業報告書の作成が要請されては
いるがその内容については殆んど確定されていないような場合が考えられる。その
ような場合でも，監査の最終的結果により営業報告書が信義誠実の原則に合致して
いる場合には営業報告書も監査証明書において指示することができる。
2 法律規定に基かない決算監査であっても，株式法の監査証明書を模範にして証明
書を作成する場合は，専門意見書2/1977のDを摘用する。
3 宣哲帳簿監査士の授与する監査証明書は任意監査における監査証明書の作成手続
を準用する。
n．特別証明書
株式法の趣旨に基かず決算監査が実施されるすべての場合においては特別
証明書のみが授与される。監査活動の種類と範囲は特別証明書もしくは同証
明書が指示する報告書の中において明白にされねばならない。
監査人が決算書を自ら作成した場合には，彼はこれを監査することができ
ない。したがってそのような決算書においては，監査人が決算書を自ら作成
したことを明らかにするよう考慮して特別証明書の授与のみがなされる。
特別証明書に何らかの指示を加えることで独立的監査が実施されたという
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印象を与えてはならない。会計監査士もしくは宣誓帳簿監査士が監査証明書
もしくは特別証明書を授与しない場合には，年度決算書，中間決算書，財産
目録およびそれに類する書類において，単に署名したりおよび／または捺印
したりもしくは自らの記名入便箋紙に複写するべきではない，そのことによ
って彼は年度決算書に対し全責任を負うかのごとき外観を呈するからであ
る。
【注解】
1 特別証明書は，証明のための事実関係に関する秩序性に疑うべき根拠が認められ
ない場合にのみ授与される。
2 考えられる特別証明書は多岐に互るため標準的雛型を提案することはできない。
決算監査士はできる限り明瞭にして供述能力ある形式化に努めねばならない。
3 限定事項をも持つ監査範囲の場合における特別証明書の一例として以下のような
雛型が考えられる，
「提出された決算書は契約に基き限定された範囲に限って私（私たち）の藍査をう
けた。この監査の範囲と結果は，私（私たち）の……に関する文書による報告書に
記載されている」
4 年度決算書が監査人自身の手によって作成された場合の特別証明書の雛型は以下
の通りである，
「提出された決算書（中間決算書）は……（会社の）簿記に基き，法律および会社
約款を遥守した私（私たち）が作成したものである。私（私たち）は現行の簿記の
秩序性につき確信を持った」
G. コンツェルン決算書の監査証明書と特別証明書
コンツェルン決算書についての株式法に基く無限定監壺証弔書の文言は，
株式法第336条第 6項において以下のように記載されている， 「コンツェル
ン決算書およぴコンツェルン営業報告書は，私（私たち）の義務に基く監査
によれば法律の規定に適合している」個別決算書の監査証明書の授与，限定
もしくは拒絶ならびに付記事項およびそれらの撤回に関する原則はコンツェ
Jレン決算書に準用される。
コンツェルン決算監査士による異隊事項は，連結の範囲の決定，コンツェ
西独における監査原則（蒻柳） (331)173 
ルン決算書に収容される個別決算書，連結処理の方法，コンツェルン決算書
項目の分類およびコンツェルン営業報告書などに関連して取り上げられる。
連結決算書が株式法規定に基いて任意に作成され株式法第 336条の原則に従
って監査された場合には，株式法上の監査証明書を模範として作成された監
査証明書を授与しなければならない。
任意の連結決算書が株式法規定に基いて作成されてはいない（たとえば拘
束のある世界貸借対照表）が，株式法第 336条の原則に基いて監査された場
合には，その監査に関して授与される特別証明書において，連結決算書の作
成に当り準拠した規範と原則について記載しなければならない，そのさいに
株式法第 336条第6項に基いて作成される監査証明書と混同をきたさないこ
とが肝要である。
株式法第 336条第 6項の原則に基かないで監査された連結決算書には Fの
nに基く原則に従った特別証明書が授与される。
【注解l
1 コンツェルン決算書に収容された企業の範囲に関する異議事項は，連結範囲につ
いての規定（株式法第 329条）の無視もしくはそれへの誤った解釈によって生ず
る。この規定への誤った解釈は株式法第329条（コンツェルン収容の）選択権が恣
意的に取扱れた場合にも生ずる。
2 コンツェルン決算書に収容された個別決算書に対する異議事項は，個別決算書が
次のような事項について無修正で収容されている場合のコンツェルン決算書に対し
ても生ずる，
一個別決算書の監査において監査証明書が限定もしくは拒絶されている場合であ
って，その個別決算書に明示されている欠陥がコンツェルン決算書に対し重要な影
響を与えていること一
個別決算書が（とくに海外に本拠をもつコンツェルン企業を収容している場合に
ありがちであるが）西独における正規の貸借対照表作成原則に適合していない場合
であって，その差異がコンツェルン決算書に重要な影響を与えていること。
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H.追加監査および決算修正における監査証明
監査報告書が取締役会に提出された後，年度決算書もしくは営業報告書が
取締役会により修正された場合（株式法第162条第3項），もしくは株主総会
がその決算書確定決議において取締役会により提出された年度決算書を修正
した場合（株式法第173条第3項）には， 法律により監査証明書は無効とな
る。両者の場合に，修正が必要である範囲において新たに監査をなし，いわ
ゆる追加監査報告書を作成しならぴに新たな監査証明書を授与するかもしく
は拒絶しなければならない。
【注解】
1 追加監査の場合にあっても，監査証明書は場所と日付を付して署名するとともに
追加監査報告書の中に採り入れられねばならない。
2 新たに授与された監査証明書の効果は年度決算書およぴ営業報告書のすぺてに及
ぶ。法律の明文規定によれば「その修正が要求している範囲に限って」監査を実施
すれば足りる。追加監査の対象になっておらず，それまでに異議事項とみなされて
いなかった年度決算書もしくは営業報告書の一部に対して疑念が生じた場合には，
監査証明書撤回の原則 CI)が適用される。
とくに決算監査と追加監査との間の期間が長い場合には監査証明書への付記事項
が必要となろう。付記事項は以下の通りである，
「私（私たち）はこの監査証明書を…•••日をもって終了した私（私たち）の決算監
査および••に関する追加監査を基にして授与する」
3 株主総会が行った修正に関する株式法第 137条第3項の追加監査において無限定
監査証明書が授与される場合には，取締役により提出された年度決算書および営業
報告書に対するものとは異なるので，その監査証明書が示している事実は年度決算
書の修正部分に関して無限定に授与されているということである。なおその場合，
限定もしくは拒絶も生ずる（株式法第173条第3項第3文参照）。
4 総会に提出され正規に確定された年度決算書を後日修正（貸借対照表の修正）す
る場合には，改めて監査を実施しなければならない。修正された事実を年度決算書
から知りえない場合には，この監査証明書が修正された年度決算書および営業報告
書に基き授与された旨をその付記事項で明かにしなければならない。
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I.監査証明書の撤回
監査証明書授与のための前提が存在していなかったことを決算監査士が知
った場合には，あらゆる事情を考慮におき，とくに監査証明書に与えられて
いる信頼性に鑑みて監査証明書を撤回すべきかどうかにつき決定しなければ
ならない。
［注解］
1 監査証明書の撒回は被監査企業の監査依頼人に対し書面形式で提示されねばなら
ない。撤回には根拠を必要とする。撤回の通知は監査役，必要であれば商業登記所
ならびに事情によっては監査証明書の読者に対してなされる必要がある。
2 授与の前提がととのっている場合には，撤回後新たに限定付監査証明書を授与す
ることができる。
3 撤回ないしその中止は重要な影響を与えることから，当をえた相談，協議が行わ
れることが望ましい。
（以上）
